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しかし、平成29年１月25日付「訴訟の判決に関するお知らせ」にて公表のとおり、当社の請求が棄却

されたため、当社は当該判決を不服として、平成29年２月３日に東京高等裁判所に控訴の提起をいたし

ました。 

なお、原告は第１審判決後、当社に対する求償債務の一部を関係会社に債権譲渡し、それを承継した

株式会社ユニコーンが訴訟承継人として本控訴審に参加いたしております。 

 

4.今後の見通し 

本判決は、当社の主張が全面的に認められる内容であり、 極めて妥当なものと判断しておりますの

で、判決内容はそのまま受け入れる予定であります。 

なお、当社は本訴訟に備え、貸倒引当金を計上しておりますが、本判決による当社業績への影響につ

いて現在調査中であり、今後開示すべき事項が発生した場合は、速やかにお知らせいたします。 
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